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岡山大学大学院学則

平成１６年４月１日

岡 大 学 則 第 ３ 号
改正 平成１７年 ３月２４日学則第１号

平成１７年１２月２２日学則第３号

平成１８年 １月２６日学則第３号

平成１９年 ２月 １日学則第２号

平成１９年 ９月２７日学則第４号

平成１９年１１月２９日学則第６号

平成２０年 １月３１日学則第３号

平成２１年 １月２８日学則第３号

平成２２年 ３月３１日学則第４号

平成２２年 ９月３０日学則第７号

平成２４年 １月２４日学則第２号

第１章 標準修業年限，学年，学期及び休業日

（標準修業年限）

第１条 修士課程及び博士前期課程の標準修業年限は，２年とする。

２ 修士課程及び博士前期課程には，４年を超えて在学することができない。ただし，教

育学研究科教育臨床心理学専攻には，６年まで在学することができる。

第２条 前期及び後期の課程の区分を設けない博士課程（以下「一貫制博士課程」とい

う。）の標準修業年限は，５年（医学，歯学及び薬学を履修する一貫制博士課程にあっ

ては，４年）とする。

２ 一貫制博士課程には，１０年（医学，歯学及び薬学を履修する一貫制博士課程にあっ

ては，８年）を超えて在学することができない。

第３条 博士後期課程の標準修業年限は，３年とする。

２ 博士後期課程には，６年を超えて在学することができない。

第３条の２ 専門職学位課程のうち専ら法曹養成のための教育を行うことを目的とする課

程（以下「法科大学院の課程」という。）の標準修業年限は，３年とする。

２ 法科大学院の課程には，６年を超えて在学することができない。

第３条の３ 専門職学位課程のうち，専ら幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育

学校及び特別支援学校（以下「小学校等」という。）の高度の専門的な能力及び優れた

資質を有する教員の養成のための教育を行うことを目的とする課程（以下「教職大学院

の課程」という。）の標準修業年限は，２年とする。

２ 教職大学院の課程には，４年を超えて在学することができない。

（学年，学期及び休業日）

第４条 学年，学期及び休業日については，岡山大学学則（平成１６年岡大学則第２号。

以下「大学学則」という。）第１条から第３条までの規定を準用する。

２ 法務研究科については，前項の規定にかかわらず前期及び後期の期間を学長の承認を

得て変更することができる。

第２章 教育方法等

（教育課程）

第４条の２ 修士課程及び博士課程は，その教育上の目的を達成するために必要な授業科

目を開設するとともに学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の

計画を策定し，体系的に教育課程を編成するものとする。

２ 専門職学位課程は，その教育上の目的を達成するために専攻分野に応じ必要な授業科

目を開設し，体系的に教育課程を編成するものとする。
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３ 修士課程，博士課程及び専門職学位課程の教育上の目的に関し，必要な事項は，別に

定める。

（教育方法）

第５条 修士課程及び博士課程の教育は，授業科目の授業及び研究指導によって行うもの

とする。

２ 専門職学位課程の教育は，その目的を達成し得る実践的な教育を行うよう専攻分野に

応じ事例研究，現地調査又は双方向若しくは多方向に行われる討論若しくは質疑応答そ

の他の適切な方法により授業を行う等適切に配慮するものとする。

（教育方法の特例）

第６条 研究科において教育上特別の必要があると認めるときは，夜間その他特定の時間

又は時期において授業を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。

２ 修士課程及び博士課程において教育上特別の必要があると認めるときは，夜間その他

特定の時間又は時期において研究指導を行うことができる。

（履修方法等）

第７条 各研究科における授業科目の内容及び単位数並びにこれらの履修方法は，各研究

科において定める。

２ 研究科において教育上必要と認めた場合には，前項とは別に，各研究科の定めるとこ

ろにより，主専攻以外の分野の授業科目を体系的に履修させる副専攻コースを開設する

ことができるものとする。この場合において，学長は，各研究科長が副専攻コースの修

了を認定した者に対し，各研究科長からの申出に基づき，別に定める修了証書を授与す

るものとする。

３ 修士課程及び博士課程の研究指導の内容は，各研究科において定める。

（長期にわたる教育課程の履修）

第８条 各研究科は，学生が，職業を有している等の事情により，標準修業年限を超えて

一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨を申し

出たときは，その計画的な履修を認めることができる。

（授業の方法）

第９条 授業の方法については，大学学則第１０条の規定を準用する。

２ 専門職学位課程においては，前項のほか事例研究，現地調査，双方向又は多方向に行

われる討論又は質疑応答その他の適当な方法により授業を行うものとする。

第１０条 削除

（単位の計算方法）

第１１条 単位の計算方法については，大学学則第１１条の規定を準用する。

第１１条の２ 削除

（成績評価基準等の明示等）

第１１条の３ 修士課程及び博士課程は，学生に対して，授業及び研究指導の方法及び内

容並びに１年間の授業及び研究指導の計画をあらかじめ明示する。

２ 修士課程及び博士課程は，学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当

たっては，客観性及び厳格性を確保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示

するとともに，当該基準に従って適切に行う。

第１２条 専門職学位課程は，学生に対して，授業の方法及び内容，１年間の授業の計画

をあらかじめ明示する。

２ 専門職学位課程は，学修の成果に係る評価及び修了の認定に当たっては，客観性及び

厳格性を確保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基

準に従って適切に行う。

（単位の授与）

第１２条の２ 授業科目を履修した者に対しては，試験の成績又は研究報告の成果等を第

１１条の３第２項及び前条第２項の成績評価基準に照らして評価し，合格した者に単位

を授与する。
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２ 単位修得の認定は，担当教員が行う。

（成績等の評価）

第１２条の３ 前条第１項の評価については，大学学則第１３条の２第１項から第３項ま

での規定を準用する。

２ 前項の規定にかかわらず，法務研究科における評価は，７０点以上を合格，６９点以

下を不合格とし，評語は，９０点以上を「Ａ＋」，８５点から８９点までを「Ａ」，８

０点から８４点までを「Ｂ＋」，７５点から７９点までを「Ｂ」，７０点から７４点ま

でを「Ｃ」及び６９点以下を「不可」とする。

３ 前２項に定めるもののほか，成績等の評価等に関し，必要な事項は，別に定める。

（他の大学院における授業科目の履修）

第１３条 研究科において教育研究上有益と認めるときは，大学院の学生に他の大学の大

学院の授業科目を当該大学との協議に基づき履修させることができる。

２ 前項の規定により大学院の学生が修得した単位は，１０単位を限度として課程修了の

要件となる単位とみなすことができる。

３ 前項の規定にかかわらず，第１項の規定により法科大学院の課程の学生が修得した単

位は，３０単位を限度として課程修了の要件となる単位とみなすことができる。ただし，

９３単位を超える単位の修得を修了の要件とする場合は，その超える部分の単位数に限

り３０単位を超えてみなすことができる。

４ 前３項の規定は，学生（教職大学院の課程の学生を除く。）が，外国の大学院に留学

する場合，外国の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修する場

合，外国の大学院の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置

付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程におけ

る授業科目を我が国において履修する場合及び国際連合大学本部に関する国際連合と日

本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭和５１年法律第７２号）第１条第２項に

規定する１９７２年１２月１１日の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学

（以下「国際連合大学」という。）の教育課程における授業科目を履修する場合につい

て準用する。

５ 第２項の規定にかかわらず，第１項の規定により教職大学院の課程の学生が修得した

単位は，当該研究科が修了要件として定める単位数の２分の１を限度として課程修了の

要件となる単位とみなすことができる。

６ 前項の規定は，教職大学院の課程の学生が，外国の大学院に留学する場合，外国の大

学院の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を

我が国において履修する場合及び国際連合大学の教育課程における授業科目を履修する

場合について準用する。

（入学前の既修得単位）

第１４条 研究科において教育研究上有益と認めるときは，学生が大学院に入学する前に

岡山大学（以下「本学」という。）若しくは他の大学の大学院又は外国の大学院（外国

の大学院が行う通信教育における授業科目を我が国において履修した場合及び外国の大

学院の教育課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を

我が国において履修した場合を含む。）において履修した授業科目について修得した単

位（大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第１５条により準用する大学設置

基準（昭和３１年文部省令第２８号）第３１条第１項に定める科目等履修生として修得

した単位を含む。）を，転学等の場合を除き，１０単位を限度として課程修了の要件と

なる単位とみなすことができる。

２ 前項の規定にかかわらず，法科大学院の課程においては，当該単位を前条第３項（同

条第４項において準用する場合を含む。）の規定により修得したものとみなす単位数と

合わせて３０単位（同条第３項ただし書きの規定により３０単位を超えてみなす単位を
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除く。）を限度として課程修了の要件となる単位とみなすことができる。

３ 第１項の規定にかかわらず，教職大学院の課程においては，当該単位を前条第５項

（同条第６項において準用する場合を含む。）の規定により修得したものとみなす単位

数と合わせて当該研究科が修了要件として定める単位数の２分の１を限度として課程修

了の要件となる単位とみなすことができる。

（研究指導）

第１５条 修士課程及び博士課程の各研究科において教育研究上有益と認めるときは，学

生が他の大学の大学院又は研究所等において必要な研究指導を受けることを当該大学又

は研究所等との協議に基づき認めることができる。ただし，修士課程及び博士前期課程

の学生について認める場合には，当該研究指導を受ける期間は，１年を超えないものと

する。

２ 前項の規定により学生が受けた研究指導は，課程修了の要件となる必要な研究指導と

みなすことができる。

第３章 入学，進学，転学，留学，休学，退学及び除籍

（入学の時期）

第１６条 入学の時期については，大学学則第１８条の規定を準用する。

（入学資格）

第１７条 修士課程，博士前期課程，一貫制博士課程（医学，歯学及び薬学を履修する一

貫制博士課程を除く。）及び専門職学位課程に入学することのできる者は，次の各号の

いずれかに該当する者とする。

一 大学を卒業した者

二 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１０４条第４項の規定により学士の学位

を授与された者

三 外国において学校教育における１６年の課程を修了した者

四 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者

五 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における

１６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置づけられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するも

のの当該課程を修了した者

六 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が

定める日以後に修了した者

七 文部科学大臣の指定した者（昭和２８年文部省告示第５号）

八 学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者で，大学院における

教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの

九 大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で，２２歳に達したもの

十 大学に３年以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含

む。）で，大学院が定める単位を優秀な成績で修得したと認めるもの

２ 前項第９号及び第１０号に該当する者の認定に当たって必要な事項は，大学院におい

て定め，個別の入学資格審査及び大学院が定める単位に関する事項は，適当な方法によ

りあらかじめ公表するものとする。

第１８条 医学，歯学及び薬学を履修する一貫制博士課程に入学することのできる者は，

次の各号のいずれかに該当する者とする。

一 大学の医学，歯学又は修業年限６年の薬学若しくは獣医学の課程を卒業した者

二 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位（学位に付記する専攻分野の

名称が医学，歯学又は獣医学に限る。）を授与された者
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三 外国において，学校教育における１８年の課程（最終の課程が医学，歯学，薬学又

は獣医学に限る。）を修了した者

四 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１８年の課程（最終の課程が医学，歯学，薬学又は獣医

学に限る。）を修了した者

五 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における

１８年の課程（最終の課程が医学，歯学，薬学又は獣医学に限る。）を修了したとさ

れるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置づけら

れた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者

六 文部科学大臣の指定した者（昭和３０年文部省告示第３９号）

七 学校教育法第１０２条第２項の規定により大学院（医学，歯学，薬学又は獣医学を

履修する一貫制博士課程に限る。）に入学した者で，大学院における教育を受けるに

ふさわしい学力があると認めたもの

八 大学院において，個別の入学資格審査により，大学の医学，歯学又は修業年限６年

の薬学若しくは獣医学の課程を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で，２

４歳に達したもの

九 大学の医学，歯学又は修業年限６年の薬学若しくは獣医学を履修する課程に４年以

上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が定める者を含む。）で，大学院

が定める単位を優秀な成績で修得したと認めるもの

２ 前項第８号及び第９号に該当する者の認定に当たって必要な事項は，大学院において

定め，個別の入学資格審査及び大学院が定める単位に関する事項は，適当な方法により

あらかじめ公表するものとする。

第１９条 博士後期課程に入学することができる者は，次の各号のいずれかに該当する者

とする。

一 修士の学位を有する者又は専門職学位を有する者

二 外国において修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位

又は専門職学位に相当する学位を授与された者

四 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度

において位置づけられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該

課程を修了し，修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者

五 国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者

六 文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第１１８号）

七 大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位又は専門職学位を有する

者と同等以上の学力があると認めた者で，２４歳に達したもの

２ 前項第７号に該当する者の認定に当たって必要な事項は，大学院において定め，個別

の入学資格審査に関する事項は，適当な方法によりあらかじめ公表するものとする。

（入学志願の手続及び入学者の選考）

第２０条 入学志願者の手続については，大学学則第２０条の規定を準用する。

２ 入学志願者に対しては，学力試験等を行い各教授会の議を経て学長が合格者を決定す

る。

（入学の手続）

第２１条 合格者のとるべき手続については，大学学則第２２条の規定を準用する。

（入学の許可及び入学の宣誓）

第２２条 入学の許可及び入学の宣誓については，大学学則第２３条及び第２４条の規定

を準用する。

（進学）

第２３条 本学の修士課程又は博士前期課程を修了して，引き続き博士課程に進学を志願

する者に対しては，選考の上，教授会の議を経て，進学を許可する。
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（転学）

第２４条 他の大学の大学院に在学している者，外国の大学院に在学している者及び外国

の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教

育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程に在学している者（学校

教育法第１０２条第１項に規定する者に限る。）及び国際連合大学の課程に在学してい

る者で本学の大学院の研究科に転入学を志願する者がある場合は，選考の上，入学を許

可することがある。

２ 本学の大学院の学生が他の大学の大学院に転学を志願する場合の取扱いについては，

各研究科の定めるところによる。

（転研究科等）

第２５条 本学の大学院の学生で，本学の大学院の他の研究科（第１７条から第１９条ま

でに定める入学資格が同一の研究科に限る。）又は同一研究科の同一課程の他の専攻に

転研究科又は転専攻（以下「転研究科等」という。）を志願する者がある場合は，法務

研究科及び教育学研究科教職実践専攻への転研究科等を除き，選考の上，許可すること

がある。

２ 新たに入学を志願する者の例によって本学の大学院の他の研究科又は同一研究科の同

一課程の他の専攻に入学を志願する場合は，在学のままでよい。ただし，現に在学する

研究科の研究科長の許可書を，出願の際願書に添えなければならない。

（在学期間の通算）

第２６条 前２条の規定により転入学又は転研究科等を許可された者の在学期間の通算は，

当該研究科の認定により前大学，前研究科又は前専攻の在学期間以内において当該研究

科又は専攻に在学したものとみなすことができる。

（法科大学院の課程における在学期間の短縮）

第２７条 法科大学院の課程を置く研究科は，法科大学院の課程において第１４条第２項

の規定により研究科に入学する前に修得した単位（学校教育法第１０２条第１項に定め

る入学資格を有した後，修得したものに限る。）を研究科において修得したものとみな

す場合であって，当該単位の修得により研究科の教育課程の一部を修得したと認めると

きは，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で研究

科が定める期間在学したものとみなすことができる。

（教職大学院の課程における在学期間の短縮）

第２７条の２ 教職大学院の課程を置く研究科は，教職大学院の課程において第１４条第

３項の規定により研究科に入学する前に修得した単位（学校教育法第１０２条第１項に

定める入学資格を有した後，修得したものに限る。）を研究科において修得したものと

みなす場合であって，当該単位の修得により研究科の教育課程の一部を修得したと認め

るときは，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で

研究科が定める期間在学したものとみなすことができる。ただし，この場合においても，

当該教職大学院の課程に少なくとも１年以上在学するものとする。

（法学既修者）

第２８条 法科大学院の課程を置く研究科は，研究科が法科大学院の課程において必要と

されている法学の基礎的な学識を有すると認める者（以下「法学既修者」という。）に

関しては，第３６条の５第１項に規定する在学期間については，１年を超えない範囲で

研究科が定める期間在学し，同条同項に規定する単位については，３０単位を超えない

範囲で研究科が認める単位を修得したものとみなすことができる。ただし，９３単位を

超える単位の修得を修了の要件とする場合は，その超える部分の単位数に限り３０単位

を超えてみなすことができる。

２ 前項の規定により法学既修者として在学したものとみなすことのできる期間は，第

２７条の規定により在学したものとみなす期間と合わせて１年を超えないものとする。

３ 第１項の規定により法学既修者として修得したものとみなすことのできる単位数（第

１項ただし書きの規定により３０単位を超えてみなす単位を除く。）は，第１３条第３
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項（同条第４項において準用する場合を含む。）及び第１４条第２項の規定により修得

したものとみなす単位数と合わせて３０単位（第１３条第３項ただし書きの規定により

３０単位を超えてみなす単位を除く。）を限度として課程修了の要件となる単位とみな

すことができる。

（留学）

第２９条 研究科において教育研究上有益と認めるときは，外国の大学院又はこれに相当

する高等教育機関等（以下「外国の大学院等」という。）との協議に基づき大学院の学

生が当該外国の大学院等に留学することを認めることができる。

２ 前項の留学した期間は，第１条，第２条又は第３条の標準修業年限に算入するものと

する。

３ 第１３条及び第15条の規定は，大学院の学生が留学する場合について準用する。

（休学）

第３０条 病気その他やむを得ない事由により引き続き２月以上修学できない者は，医師

の診断書又は詳細な理由書を添えて願書を提出し，研究科長の許可を得てその学年の終

わりまで休学することができる。

２ 前項による休学者でその理由がなくなった者は，休学期間中であっても研究科長の許

可を得て復学することができる。

第３１条 病気その他の事由により修業が不適当と認められた者に対しては，研究科長の

申し出に基づき，学長は，休学を命ずることができる。

２ 前項による休学者で休学期間内にその事由がなくなった者に対しては，学長は，ただ

ちに復学させなければならない。

（休学期間）

第３２条 休学期間は，通算して２年を超えることができない。ただし，特別の事情があ

る者に対しては，学長は，研究科長の申出に基づき更に１年以内の休学を許可すること

ができる。

（休学期間の取扱い）

第３３条 休学期間の取扱いについては，大学学則第３５条の規定を準用する。

（退学及び除籍）

第３４条 退学及び除籍については，大学学則第３６条及び第３８条の規定を準用する。

（再入学及び復籍）

第３５条 再入学及び復籍については，大学学則第３７条及び第３８条の２の規定を準用

する。

第４章 課程の修了及び学位

（修了要件）

第３６条 修士課程及び博士前期課程の修了要件は，当該課程に２年以上在学し，３０単

位以上であって当該研究科において定める単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受け

た上，当該課程の目的に応じ，大学院の行う学位論文又は特定の課題についての研究の

成果（以下「学位論文等」という。）の審査及び最終試験に合格することとする。ただ

し，在学期間に関しては，優れた業績を上げた者については，当該課程に１年以上在学

すれば足りるものとする。

第３６条の２ 一貫制博士課程（医学，歯学及び薬学を履修する一貫制博士課程を除く。

次項において同じ。）の修了要件は，当該課程に５年（修士課程（標準修業年限が１年

以上２年未満の修士課程を除く。以下この項において同じ。）又は博士前期課程に２年

（２年を超える標準修業年限を定める研究科，専攻又は学生の履修上の区分にあっては，

当該標準修業年限）以上在学し，当該修士課程又は博士前期課程を修了した者にあって

は，当該２年（２年を超える標準修業年限を定める研究科，専攻又は学生の履修上の区

分にあっては，当該標準修業年限）の在学期間を含む。）以上在学し，３０単位以上で

あって当該研究科において定める単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，大
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学院の行う学位論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関

しては，優れた研究業績を上げた者については，当該課程に３年（修士課程又は博士前

期課程に２年以上在学し，当該修士課程又は博士前期課程を修了した者にあっては，当

該２年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。

２ 標準修業年限が１年以上２年未満の修士課程を修了した者及び前条ただし書の規定に

よる在学期間をもって修士課程又は博士前期課程を修了した者（他の大学の大学院の当

該課程を修了した者を含む。）の一貫制博士課程の修了要件は，当該課程に修士課程又

は博士前期課程における在学期間に３年を加えた期間以上在学し，３０単位以上であっ

て当該研究科において定める単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，大学院

の行う学位論文の審査及び最終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関して

は，優れた研究業績を上げた者については，当該課程に３年（標準修業年限が１年以上

２年未満の修士課程を修了した者にあっては，当該１年以上２年未満の期間を，前条た

だし書の規定による在学期間をもって修士課程又は博士前期課程を修了した者にあって

は，当該課程における在学期間（２年を限度とする。）を含む。）以上在学すれば足り

るものとする。

第３６条の３ 医学，歯学及び薬学を履修する一貫制博士課程の修了要件は，当該課程に

４年以上在学し，３０単位以上であって当該研究科において定める単位を修得し，かつ，

必要な研究指導を受けた上，大学院の行う学位論文の審査及び最終試験に合格すること

とする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者については，当該課

程に３年以上在学すれば足りるものとする。

第３６条の４ 博士後期課程の修了要件は，当該課程に３年（法科大学院の課程を修了し

た者にあっては，２年）以上在学し，１２単位以上であって当該研究科において定める

単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，大学院の行う学位論文の審査及び最

終試験に合格することとする。ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を上げた

者については，当該課程に１年（標準修業年限が１年以上２年未満の修士課程又は専門

職学位課程を修了した者にあっては，３年から当該１年以上２年未満の期間を減じた期

間）以上在学すれば足りるものとする。

２ 第３６条ただし書の規定による在学期間をもって修士課程又は博士前期課程を修了し

た者（他の大学の大学院の当該課程を修了した者を含む。）の博士後期課程における在

学期間に関しては，優れた研究業績を上げた者については，当該課程に修士課程又は博

士前期課程における在学期間（２年を限度とする。）を含めて３年以上在学すれば足り

るものとする。

第３６条の５ 法科大学院の課程の修了要件は，当該課程に３年以上在学し，９３単位以

上であって当該研究科において定める単位を修得することとする。

２ 教職大学院の課程の修了要件は，当該課程に２年以上在学し，４５単位以上であって

当該研究科において定める単位（高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教員に係

る実践的な能力を培うことを目的として小学校等その他の関係機関で行う実習に係る

１０単位以上を含む。）を修得することとする。

３ 教職大学院の課程を置く研究科において教育上有益と認めるときは，教職大学院の課

程において，研究科に入学する前の小学校等の教員としての実務の経験を有する者につ

いて１０単位を超えない範囲で，前項に規定する実習により修得する単位の全部又は一

部を免除することができる。ただし，免除することのできる単位数は，第１３条第５項

及び第６項並びに第１４条第３項の規定により修得したものとみなす単位数と合わせて

当該研究科が修了要件として定める単位数の２分の１を超えないものとする。

（学位論文等及び最終試験）

第３７条 最終試験は，学位論文等を中心として，これに関連ある授業科目について行う

ものとする。

２ 学位論文等の審査及び最終試験の合格・不合格は，教授会が決定し，その方法は，各

研究科において定める。
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３ 前項の学位論文等の審査に当たって必要があるときは，当該教授会の議を経て，他の

大学の大学院又は研究所等の教員等の協力を得ることができる。

（学位）

第３８条 修士課程又は博士前期課程を修了した者には，修士の学位を授与する。

２ 一貫制博士課程又は博士後期課程を修了した者には，博士の学位を授与する。

３ 専門職学位課程のうち法科大学院の課程を修了した者には，法務博士（専門職）の学

位を授与する。

４ 専門職学位課程のうち教職大学院の課程を修了した者には，教職修士（専門職）の学

位を授与する。

（学位授与に関する規則）

第３９条 学位授与に関する規則は，別に定める。

第５章 聴講生，科目等履修生，特別聴講学生，専攻生，研究生及び特別研究学生

（聴講生）

第４０条 研究科所定の授業科目のうち，一又は複数の授業科目について聴講を志願する

者があるときは，当該研究科の授業，研究及び設備に妨げのない限り，当該研究科にお

いて選考の上，聴講生として入学を許可することがある。

（科目等履修生）

第４１条 本学の大学院の学生以外の者で，各研究科が開設する一又は複数の授業科目の

履修を志願する者があるときは，当該研究科の授業，研究及び設備に妨げのない限り，

当該研究科において選考の上，科目等履修生として入学を許可し，単位を授与すること

ができる。

（特別聴講学生）

第４２条 他の大学の大学院又は外国の大学院等の学生で，本学の各研究科の授業科目の

履修を志願する者があるときは，当該大学又は外国の大学院等との協議に基づき，特別

聴講学生として履修を認めることができる。

（専攻生）

第４３条 本学において特定の専門事項について専攻を希望する者があるときは，当該研

究科の授業，研究及び設備に妨げのない限り，当該研究科において選考の上，専攻生と

し入学を許可することがある。

（研究生）

第４４条 各研究科において特定の事項について研究を希望する者があるときは，当該研

究科の授業，研究及び設備に妨げのない限り，当該研究科において選考の上，研究生と

して入学を許可することができる。

（特別研究学生）

第４５条 他の大学の大学院又は外国の大学院等の学生で，本学の大学院において研究指

導を受けることを志願する者があるときは，当該大学又は外国の大学院等との協議に基

づき，特別研究学生として受け入れることができる。

（聴講生，科目等履修生，特別聴講学生，専攻生，研究生及び特別研究学生に関する規定）

第４６条 聴講生，科目等履修生，特別聴講学生，専攻生，研究生及び特別研究学生に関

する規定は，各研究科で定めるもののほか，学部学生の規定を準用する。

第６章 授業料，入学料及び検定料

（授業料，入学料及び検定料の額並びにその徴収方法）

第４７条 大学院の学生の授業料，入学料及び検定料の額並びにその徴収方法に関し，必

要な事項は，別に定める。

２ 聴講生，科目等履修生，特別聴講学生，専攻生，研究生及び特別研究学生の授業料，

入学料及び検定料の額並びにその徴収方法は，別に定める。

（既納の授業料等の返還並びに入学料及び授業料の免除又は徴収猶予）
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第４８条 既納の授業料等の返還並びに入学料及び授業料の免除又は徴収猶予については，

大学学則第５４条から第５６条までの規定を準用する。

第７章 賞罰

（表彰及び懲戒）

第４９条 表彰及び懲戒については，大学学則第５７条から第５９条までの規定を準用す

る。

第８章 雑則

（学則の改廃）

第５０条 この学則の改廃は，役員会の議を経て行う。

２ 前項の役員会の審議に先立ち，国立大学法人岡山大学（以下「法人」という。）の経

営に関する部分については経営協議会において，法人の経営に関する部分を除く部分に

ついては教育研究協議会において審議を行うものとする。

附 則

１ この学則は，平成１６年４月１日から施行する。

２ この学則に定めるもののほか，大学院学生に関し必要な事項は，大学学則及び岡山大

学学部共通規程（平成１６年岡大規程第７２号）を準用する。この場合「学部長」，

「学部」をそれぞれ「研究科長」，「研究科」と読み替えるものとする。

３ 岡山大学学則等を廃止する規則（平成１６年岡大規則第１号）第１条の規定により廃

止される岡山大学大学院学則（以下「旧大学院学則」という。）の規定により大学院に

入学した者に係る標準修業年限及び教育方法等並びに課程の修了及び学位については，

旧大学院学則の例による。

附 則

この学則は，平成１７年４月１日から施行する。

附 則

この学則は，平成１８年４月１日から施行する。

附 則

この学則は，平成１８年４月１日から施行する。

附 則

この学則は，平成１９年４月１日から施行する。

附 則

この学則は，平成１９年１０月１日から施行する。

附 則

この学則は，学校教育法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第９６号）の施行の

日から施行する。

附 則

この学則は，平成２０年４月１日から施行し，改正後の第１２条の３の規定は，平成

２０年度入学生から適用する。

附 則
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この学則は，平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この学則は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この学則は，平成２２年９月３０日から施行する。

附 則

この学則は，平成２４年４月１日から施行する。


